
8

た(都）刈谷駅前線の

4

ワークショップ案に対

1

して社会実験を行い影響調査を行った。

成果
・定住自立圏を構成する知立市のコミュニティバスとの乗継地点の利便性向上のため、野田新町駅北口にベンチを設置し

た。

・ITSを活用してゾーン３０の社会実験を行い、効果が確認できた。

・総合交通対策を進めるために、市内企業と連携を図り、自動車移動の円滑化などの施策を検討すること。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 自動車以外の交通分担率（％） 24.4 ― 24.4 26.0 27.2
指標
成果 車や自転車などで移動しやすい道路と思う市民の割 60.5 ― 65.4 63.0 64.2
指標 合（％）

・交通戦略は愛知県内8市町で策定されている。
他市との （近隣市の自動車以外の交通分担率実績（第5次パーソントリップ調査（H23)）
比較検証 　　刈谷市 35.1%  安城市 30.2%  豊田市 27.0%  小牧市 29.0%  岡崎市 32.0%） 

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,909 10,045 59,806 43,597 合計 59,805,546 円

Ｄ

旅費 30,540 円

　

財
　
源

特定財源 0 0 6

　

02 0 委託料 56,2

　

28,040 円
負担

Ｏ

金、補助及び

一般財源

　

3,909 10,04

　

5 59,204 43,

∧

597 交付金 3,54

　

6,966 円

職員人

　

件費　② 7,428 1

実

0,520 13,02

　

3 15,720

総事業

　

費（①＋②） 11,3

施

37 20,565 72

　

,829 59,317

　

建
設
事
業

全体事業費（

∨

単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 道路計画関係市町負担金

２８年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

（

境

基本施策 道路・交通

平

施策体系
施策の内容 総

成

合交通対策の推進

目
　

２

　
　
的

　平成24年6

６

月に策定した都市交通

年

戦略を推進

主
た
る
内
容

度

都市交通戦略に掲げる

評

施策の実施
し、基本理

価

念である「ひとと環境

）

にやさしく､ ○幹線道

刈

路計画調査
持続可能な

谷

都市交通体系」の構築

市

を目指す。 ○交通課題

事

の把握
○公共施設連絡

務

バスの運行状況調査
○

事

移動手段適正化に向け

業

た調査・検討

位
置
づ
け

評

関連計画 刈谷市都市計

価

画マスタープラン、刈

シ

谷市環境都市アクショ

ー

ンプラン、衣浦定住自

ト

立圏共生ビジョン

根拠

（

法令

対象者 対象者を限

様

定せず 事業期間 平成２

式

４年度 ～ 平成４２年度

１

実施方法 ■直営　□委

）

託　□指定管理　■補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 都市整備

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２４年度実績 ２５年度

一

実績 ２６年度実績 ２７

般

年度計画

・刈谷市都市

会

交通戦略策定 ・刈谷市

計

都市交通協議会開催 ・

都

刈谷市都市交通協議会

市

開催 ・刈谷市都市交通

交

協議会開催
・刈谷市都

通

市交通戦略の国土 ・公

計

共交通（バス交通）に

画

関 ・幹線道路にかかる

調

調査・検 ・幹線道路に

査

かかる調査・検
　交通

推

大臣認定を受ける 　す

進

る調査 　討 　討
・刈谷

事

市都市交通協議会開催

業

・刈谷駅北口交通まち

担

づくり ・公共交通（バ

当

ス交通）に関 ・公共交

課

通（バス交通）に関
・

都

刈谷市都市交通戦略策

市

定パ 　基本構想策定 　

交

する検討 　する検討
　

通

ネル展示会 ・刈谷市都

課

市交通戦略策定パ ・刈

款

谷駅北口交通まちづく

項

り ・大規模交通量調査

目

・自転車ネットワーク

担

計画策 　ネル展示会 　

当

社会実験 ・バスロケー

係

ションシステム
　定 ・

計

ＩＴＳを活用した社会

画

実験 　導入検討

・平成

係

２５年度にとりまとめ



4 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域活力

平

の向上、防災・減災対

成

策の推進、交通弱者が

２

安
・法的業務

高い
心か

７

つ安全に移動できる移

年

動環境の確保など、交

度

通を取り
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 巻く

平

環境は近年大きく変化

成

している。
・市民生活

２

上必要である　など 　

６

市民の安全で快適な移

年

動環境を確保するため

度

に、総合交
通体系の確

評

立は必要不可欠である

価

と考えられる。
　刈谷

）

市都市交通戦略を推進

刈

するための組織として

谷

「都市
・コストの節減

市

、費用対効果
普通

交通

事

課」が設置された。施

務

策推進を手探りで進め

事

ている状
効率性 ・執行

業

体制の効率性 況でもあ

評

る。経費面、検討推進

価

体制等今後改善する余

シ

地は
・手段の最適性　

ー

など あると考えられる

ト

。

　総合交通対策の推

（

進主体として、市民、

様

企業、交通事業
・市が

式

主体となって実施する

２

高い
者、官公庁など多

）

岐にわたっている。
妥

会

当性 　べき事業である

計

か 総合計画でも重点施

名

策のひとつと位置づけ

担

られており、市
・総合

当

計画との整合性　など

部

がコーディネーターと

都

して積極的に調整推進

市

役を担う必要
があると

整

考えている。
　様々な

備

手段で移動できる交通

部

環境が構築されること

一

によ

施策への ・施策へ

般

の貢献度
高い

り、市民

会

サービスへの貢献度は

計

高い。
・目標達成度

貢

都

献度 ・市民サービスへ

市

の効果　など

今後の方

交

向性 ■拡充　□現状維

通

持　□改善・効率化　

計

□縮小　□終期設定　

画

□休止・廃止

　総合交

調

通対策の推進のため「

査

刈谷市都市交通戦略」

推

を平成24年6月に策

進

定した。
　計画の周知

事

をはじめ、積極的な事

業

業の展開を図り、総合

担

交通対策の確立に向け

当

努力する必要があると

課

考えている。

都市交通

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

課

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

款

価
　
∨

項 目 担当係 計画係

8



輸

   137,749

係

人 　西境線　　　 1

8

42,800人 　西境

4

線　　　 144,9

1

95人
　小垣江線     145,285人 　小垣江線　　 159,480人 　小垣江線　　 168,607人
　東刈谷線     112,913人 　東刈谷線　　 115,748人 　東刈谷線　　 117,595人
　一ツ木線　　　42,111人 　一ツ木線　　　49,349人 　一ツ木線　　　53,596人
　依佐美線　　　44,410人 　依佐美線　　　53,606人 　依佐美線　　　54,579人
　

　知立市のコミュニティバスとの乗継拠点となる野田新町駅北口バス停にベンチを整備した。また、バス車両への有料広

成果
告掲載を希望する広告主を募集し、平成26年度は65万円の広告収入を得られた。

　路線の充実や増便により順調に利用者数を伸ばしてきたが、増便やバス停まで遠い地区への乗り入れの要望、バス停の

屋根やベンチの設置要望に対し検討する必要がある。
課題

　また、愛称の公募などを検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 利用者数（人） 611,099 652,833 675,988 689,000 696,000
指標

指標
　近隣市では、規模の大小や有料・無料の違いはあるが、各団体でコミュニティバスを運行している。　

他市との 安城市　あんくるバス《11路線　利用料100円》、碧南市　くるくるバス《2路線　利用料無料》、知立市　
比較検証 ミニ

Ｄ

バス《5路線　利用料

　

100円》、高浜市　

　

いきいき号《5路線　

　

利用料100円》

Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　

Ｃ

　

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

施

単位：千円
２４年度 ２

　
５年度 ２６年度 ２７年　 度 ２６年度

（決算） （
∨

決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 204,380 203,832 208,073 216,884 合計 208,072,919 円
需用費 869,724 円

財
　
源

特定財源 0 0 650 504 役務費 56,000 円
委託料 200,644,785 円

一般財源 204,380 203,832 207,423 216,380 使用料及び賃借料 463,050 円
工事請負費 6,039,360 円

職員人件費　② 8,135 8,065 6,688 7,860

総事業費（①＋②） 212,515 211,897 214,761 224,744

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 広告料収入

２８年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 道路・

平

交通
施策体系

施策の内

成

容 公共交通の充実

目
　

２

　
　
的

　市内公共施設

６

等を結ぶ連絡バスを委

年

託運行

主
た
る
内
容

○運

度

行路線　6路線（始発

評

～終着）
し、公共施設

価

利用の利便性の向上を

）

目指すと 　東境線　（

刈

刈谷ﾊｲｳｪｲｵｱｼ

谷

ｽ～ひまわり）
ともに

市

、広く一般市民、特に

事

交通弱者と言わ 　西境

務

線　（洲原温水ﾌﾟｰ

事

ﾙ～ひまわり）
れる高

業

齢者等の積極的社会参

評

加と、渋滞緩和 　小垣

価

江線（小垣江駅東口～

シ

逢妻駅南口）
や環境負

ー

荷低減等の観点から、

ト

通勤通学の利 　東刈谷

（

線（半城土町大原～生

様

きがいｾﾝﾀｰ）
用を

式

促進する。 　一ツ木線

１

（総合運動公園～市役

）

所）
　依佐美線（東刈

会

谷駅北口～小垣江駅西

計

口）
○運行回数　
　1

名

日8往復（東境、西境

担

、小垣江、東刈谷）
　

当

1日5往復（一ツ木、

部

依佐美）
○利用料金　

都

無料

位
置
づ
け

関連計画

市

刈谷市都市交通戦略、

整

環境都市アクションプ

備

ラン、衣浦定住自立圏

部

共生ビジョン

根拠法令

一

刈谷市公共施設連絡バ

般

ス運行事業実施要綱

対

会

象者 対象者を限定せず

計

事業期間 平成９年度 ～

公

実施方法 □直営　■委

共

託　□指定管理　□補

施

助・助成　□その他

設連絡バス運行管理

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

事

２４年度実績 ２５年度

業

実績 ２６年度実績 ２７

担

年度計画

総利用者数　

当

　 611,099人

課

総利用者数　　 65

都

2,833人 総利用者

市

数　　 675,98

交

8人 総利用者数　　 

通

689,000人
運行

課

路線別内訳 運行路線別

款

内訳 運行路線別内訳
　

項

東境線       

目

128,631人 　東

担

境線　　   131

当

,850人 　東境線　

係

　   136,61

運

6人
　西境線    



係
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢

平

者等の移動手段を確保

成

し積極的な社会参加、

２

渋滞緩
・法的業務

高い

７

和や環境負荷低減等の

年

観点から、市民の移動

度

環境の向上の
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

ためには不可欠と考え

成

ている。
・市民生活上

２

必要である　など

　利

６

用者は年間67万人を

年

超え、近隣市に比べて

度

も多くの方
・コストの

評

節減、費用対効果
普通

価

に利用していただいて

）

いるという点では効果

刈

が大きいと考
効率性 ・

谷

執行体制の効率性 える

市

が、経費面や運行形態

事

等、今後改善できる余

務

地は多い
・手段の最適

事

性　など と考えられる

業

。

　総合計画では、将

評

来のめざす姿として、

価

環境にやさしい
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
道路交通環境の形

ト

成や渋滞の減少などを

（

掲げているととも
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

に、市民の移動手段と

２

して公共施設連絡バス

）

の充実を図る
・総合計

会

画との整合性　など と

計

している。

　市民サー

名

ビスへの効果は十分あ

担

ると考えられるが、施

当

策

施策への ・施策への

部

貢献度
普通

への貢献や

都

目標の達成に向け、今

市

後、運行形態等の改善

整

を
・目標達成度 検討し

備

ていく。
貢献度 ・市民

部

サービスへの効果　な

一

ど

今後の方向性 □拡充

般

　□現状維持　■改善

会

・効率化　□縮小　□

計

終期設定　□休止・廃

公

止

　都市計画マスター

共

プランでは、歩いて暮

施

らせる都市づくりに向

設

け、鉄道やバスなどの

連

公共交通が主体となっ

絡

たネッ
トワーク形成を

バ

目指すと記載されてい

ス

る。
　また、利用者か

運

らは所要時間の短縮、

行

増便やバス停まで遠い

管

地区への乗り入れなど

理

の要望もある。
　鉄道

事

・自転車との連携など

業

公共交通ネットワーク

担

構築に向けた検討を行

当

い、公共交通（バス交

課

通）の利便性向上を
図

都

る必要がある。

市交通課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

款

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

項

　
価
　
∨

目 担当係 運輸



4

障移転工事を完了した

1

。

・改札外のエレベータ2基設置に係る基本設計及び実施設計を完了した。

工事期間中の駅利用に支障が生じないよう、ＪＲ東海と協議しながら適切にバリアフリー化工事を実施する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 エレベータ設置数（基） 0 0 0 2 4
指標
成果 1日当たり平均利用者数（人） 4,016 4,114 4,224 4,298 4,490
指標

介助者なしでホームまで移動できる駅数　（　）は全駅数
他市との 刈谷市8（9）碧南市4（4）安城市8（9）知立市4（4）高浜市3（3）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 7,357 40,725 87,466 合計 40,724,706 円
委託料 8,758,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 2,613,600 円
負担金、補助及び

一般財源 0 7,357 40,725 87,466 交付金 29,352,306 円

職員人件費　② 0 701 2,393 3,107

総事業費（①＋②） 0 8,058 43,118 90,573

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円

Ｄ

） 277,206 ２６

　

年度特定財源名称

２６

　

年度までの累積事業費

　

48,082  
 ――

Ｏ

―――――

２８年度以

　

降の事業費見込 141

　

,658

∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 道路・交通
施

平

策体系
施策の内容 公共

成

交通の充実

目
　
　
　
的

２

　高齢者、障害者等の

６

移動等の円滑化の促進

年

主
た
る
内
容

○南北の駅

度

前広場から連絡通路に

評

つなぐエレ
に関する法

価

律に基づき、1日平均

）

利用者数が 　ベータ　

刈

2基設置
3,000人

谷

以上の駅は、平成32

市

年までにバリアフ ○改

事

札内から上下線ホーム

務

につなぐエレベー
リー

事

化することが義務付け

業

られた。そのため､ 　

評

タ　2基設置
ＪＲ逢妻

価

駅にエレベータを設置

シ

し、利用者の ○改札内

ー

に多目的トイレを新設

ト

利便性や安全性の向上

（

を図る。

位
置
づ
け

関連

様

計画 刈谷市都市交通戦

式

略

根拠法令 高齢者、障

１

害者等の移動等の円滑

）

化の促進に関する法律

会

、刈谷市補助金等交付

計

規則

対象者 対象者を限

名

定せず 事業期間 平成２

担

５年度 ～ 平成２８年度

当

実施方法 □直営　■委

部

託　□指定管理　■補

都

助・助成　□その他

市整備部

一般会計
Ｊ

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

Ｒ

２４年度実績 ２５年度

逢

実績 ２６年度実績 ２７

妻

年度計画

　 ・改札内の

駅

エレベータ2基及び・

駅

下りホーム側の改札内

舎

エレ ・改札内エレベー

改

タ2基及び多
　 　多目

修

的トイレ設置に係る詳

事

　ベータ及び多目的ト

業

イレ設 　目的トイレ設

担

置工事に対す
　 　細設

当

計業務に対する補助金

課

　置に備えた擁壁改良

都

工事及 　る補助金交付

市

　 　交付 　び公衆便所

交

支障移転工事 ・南口改

通

札外エレベータ設置
　

課

　　――――――― ・

款

改札外のエレベータ2

項

基設置　工事に備えた

目

駅前広場雨水
　に係る

担

基本設計及び実施設 　

当

管移設工事
　計

・改札

係

内のエレベータ2基及

運

び多目的トイレ設置に

輸

係る詳細設計を完了し

係

た。

成果
・南口擁壁改

8

良工事及び公衆便所支



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　現在、逢妻

平

駅にはエレベータがな

成

く、車いす利用者が駅

２

・法的業務
高い

を利用

７

することが非常に困難

年

である。エレベータ等

度

を整備
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 するこ

平

とによりバリアフリー

成

化が完了し、利用者の

２

利便性
・市民生活上必

６

要である　など や安全

年

性を向上させることが

度

できる。

　移動等円滑

評

化の促進に関する基本

価

方針に基づき、効率的

）

・コストの節減、費用

刈

対効果
普通

に事業が推

谷

進されている。
効率性

市

・執行体制の効率性
・

事

手段の最適性　など

　

務

総合計画では、小施策

事

（公共交通の充実）と

業

して、バリ
・市が主体

評

となって実施する
高い

価

アフリー化や安全対策

シ

の推進を掲げている。

ー

妥当性 　べき事業であ

ト

るか
・総合計画との整

（

合性　など

　逢妻駅の

様

バリアフリー化により

式

、市内全鉄道駅にてバ

２

リ

施策への ・施策への

）

貢献度
高い

アフリー化

会

が完了となる。
・目標

計

達成度
貢献度 ・市民サ

名

ービスへの効果　など

担

今後の方向性 □拡充　

当

□現状維持　□改善・

部

効率化　□縮小　■終

都

期設定　□休止・廃止

市

　今後は、逢妻駅周辺

整

の整備の推進及び刈谷

備

市公共施設連絡バスの

部

利便性を高め、公共交

一

通の充実について検討

般

して
いく。

会計
ＪＲ

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

逢

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

妻

　
∨

駅駅舎改修事業
担当課 都市交通課

款 項 目 担当係 運輸係

8 4



1

,851 0 合計 7,850,520 円
工事請負費 7,850,520 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 7,851 0

職員人件費　② 0 0 2,605 0

総事業費（①＋②） 0 0 10,456 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 都市環境

基

（

本施策 道路・交通
施策

平

体系
施策の内容 総合交

成

通対策の推進

目
　
　
　

２

的

平成24年6月に策

６

定した都市交通戦略に

年

推進し

主
た
る
内
容

刈谷

度

駅周辺の利用適正化に

評

向けたサインの設
基本

価

理念である「ひとと環

）

境にやさしく、持 置。

刈

続可能な都市交通体系

谷

」の構築を目指す。

位

市

置
づ
け

関連計画

根拠法

事

令

対象者 事業期間 ～

実

務

施方法 □直営　□委託

事

　□指定管理　□補助

業

・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

）

４年度実績 ２５年度実

会

績 ２６年度実績 ２７年

計

度計画

　 　 ・一般車乗

名

降場所の明示 　
　 　 ・

担

乗降場所から改札まで

当

の歩 　
　 　 　行者誘導

部

。 　
　 　 ・駅前広場内

都

の歩行者安全対 　
　　

市

　――――――― 　　

整

　――――――― 　策

備

　　　―――――――

部

一般乗降場所と公共交

一

通や障害者用乗降場所

般

を着色により分離する

会

事ができ、適正な利用

計

が図られた。

成果

改札

都

からの歩行者の誘導を

市

徹底するとともに、3

交

0分無料駐車場の利用

通

を促し、送迎車の停車

施

場所の適正化を図る必

設

要が

ある。
課題

指標名

整

称（単位）
実績値 目標

備

値

２４年度 ２５年度 ２

事

６年度 ２７年度 ２９年

業

度

活動 刈谷駅周辺が活

担

気や魅力があると思う

当

市民の割合 58.6 ―

課

55.5 55.0 59

都

.0
指標

指標

他市との

市

比較検証

交通課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業

係

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

計

円
２４年度 ２５年度 ２

画

６年度 ２７年度 ２６年

係

度

（決算） （決算） （

8

決算） （予算） 事業費

4

内訳

事業費　① 0 0 7



係

年度 ２７年度 ２６年度

8

（決算） （決算） （決

4

算） （予算） 事業費内

1

訳

事業費　① 14,673 16,383 16,766 17,000 合計 16,766,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 16,766,000 円

一般財源 14,673 16,383 16,766 17,000

職員人件費　② 672 666 528 561

総事業費（①＋②） 15,345 17,049 17,294 17,561

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 　　　　　　　―

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 道路・交

平

通
施策体系

施策の内容

成

公共交通の充実

目
　
　

２

　
的

乗合バス路線を維

６

持存続することにより

年

、愛

主
た
る
内
容

名鉄バ

度

スが運行する刈谷・愛

評

教大線を維持す
知教育

価

大学学生の通学手段を

）

確保するととも るため

刈

、経常費用と経常収益

谷

の差額を補助す
に、北

市

部地域と刈谷駅周辺へ

事

の移動の利便性 る。
を

務

向上させる。

位
置
づ
け

事

関連計画 刈谷市都市交

業

通戦略

根拠法令 刈谷市

評

補助金等交付規則

対象

価

者 対象者を限定せず 事

シ

業期間 平成１９年度 ～

ー

実施方法 □直営　□委

ト

託　□指定管理　■補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２４年度実績 ２５年度

都

実績 ２６年度実績 ２７

市

年度計画

利用者数　　

整

53,503人 利用者

備

数　　50,113人

部

利用者数　　50,5

一

81人 利用者数　53

般

,000人

　刈谷・愛

会

教大線と公共施設連絡

計

バスとの連携等につい

地

て検討した。

成果

　今

方

後は、利用者増に向け

バ

、引き続きハイウェイ

ス

オアシスへの直接乗り

路

入れや、公共施設連絡

線

バスとの連携等を検討

維

する

とともに、有料の

持

バスとしての差別化を

費

明確に位置づける必要

補

がある。
課題

指標名称

助

（単位）
実績値 目標値

事

２４年度 ２５年度 ２６

業

年度 ２７年度 ２９年度

担

活動 利用者数（人） 5

当

3,503 50,11

課

3 50,581 53,

都

000 55,000
指

市

標
 

指標
 

他市との
比

交

較検証

通課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　

運

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

輸

２４年度 ２５年度 ２６
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